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阪神・淡路大震災から 20年を迎えた芦屋市のこれからの課題 

１ 目  的 

阪神・淡路大震災から 20年を迎えるにあたり，「震災復興 10 年 芦屋市まち・人・くらし

の総括・検証」以降のまちづくりに関する取組について振返り，現在の芦屋市の課題を明ら

かにして，今後の市政の参考とする。 

２ 今回の取組までの経緯 

(1) 芦屋市震災復興計画が目指した芦屋市の姿 

本市は阪神・淡路大震災による壊滅的な被害から復旧・復興するにあたり「芦屋市震災

復興計画」を策定した。その際には，防災・減災体制の拡充，ライフラインなどの都市基

盤の強化，救援・救護体制の充実にとどまらず，生涯学習，社会福祉活動などの多様なコ

ミュニティ活動を支援し，心豊かな地域社会の形成を図っていくことを目指した。 

さらに，文化，景観において芦屋市の独自性を追求し，快適で安心して暮らし，働き，

憩えるまちづくりのために，市民，事業者及び行政が協働して取り組んでいくこととした。 

平成 7年 7月に策定したこの計画は，未曾有の災害を乗り越え，芦屋のまちの再生・創

出を図るため，そのまちづくりの方向を示し，基本的施策を明らかにするものであった。 

(2) 震災復興 10 年 芦屋市まち・人・くらしの総括・検証 

震災復興計画の終了年次に向け，本市は総括・検証に着手し，「芦屋市震災復興計画の基

本計画の項目ごとにできたこと・できなかったことの整理（以降「復興計画の整理」とす

る。）」を行った。また，全体を俯瞰する角度からさらなる検証を行うために平成 16 年 5

月に「芦屋市まち・人・くらし活性化推進懇話会（以降は「懇話会」とする。）」を設置し

て，懇話会の意見や市民意識調査，市民ワークショップ，各種代表との懇談会で寄せられ

た意見を加え，全市的・横断的な総括を行い，これからの芦屋市のまち・人・くらしの活

性化に向けた取組への方向性を整理して「震災復興 10 年 まち・人・くらし総括・検証報

告書」を作成した。 

この報告書において，残された課題についてどのように取り組み，本市のさらなる発展

につなげていくのかについて，懇話会から以下の 3分野において提言がなされた。 

○ 安全で活気にあふれた「まち」 

○ 安心でやさしさにつつまれた「くらし」 

○ 「人」を結び，支えあうシステムの再構築 
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３ 震災 20 周年事業におけるまちづくりの振返りの取組 

平成 17 年（2005 年）2月の懇話会からの提言は，震災から 10 年しか経っていない当時，

既に「人々の危機意識は震災直後より低下しており，整備された防災施設に人々の防災意識

が注ぎ込まれていない」との現状分析の上になされた。 

提言から 10 年を経て震災から 20 年目を迎える平成 26 年度（2014 年度）において，震災

復興計画が目指した芦屋市の姿，また懇話会の提言としてあらわされた芦屋が，形だけのも

のでなく「意識の注ぎ込まれたもの」になっているのかを再確認し，あらためてこれからの

まちづくりに反映していくこととした。 

(1) 「復興計画の整理」のフォローアップ 報告１ 

「芦屋市震災復興計画」の目標年次である平成 17 年（2005 年）を迎えるに際し，平成

16 年（2004 年）に「芦屋市震災復興計画の基本計画の項目ごとにできたこと・できなかっ

たことの整理」を行い，併せて復興の過程で発生した問題，現在の課題を抽出し，これか

ら取り組むべきことを明らかにしている。 

今回の取組では，まちづくりの振返りとして，この「復興計画の整理」のフォローアッ

プを手法として採用した。 

ア 震災から 10 年の「復興計画の整理」で行ったこと 

平成 16 年（2004 年）に行った「復興計画の整理」では，基本計画に掲載されている

具体的施策の項目ごとに下記の 4つに分類し，課題を提示している。 

② 実施してきたこと 

③ 実施してきたことの今後の継続的な取組・拡大・充実 

④ 実施してきたことの中で発生した問題 

⑤ 計画に掲載されているができていないこと及び現在の課題 

上記②から⑤に分類した各課題は，これからの芦屋市のまち・人・くらしの活性化に

向けて，1 つの項目に対し複数の課題提示を行っている。目標には達しているものの，

今後の継続・発展のために必要な課題であり，懇話会による提言につながった内容とな

っている。 

「芦屋市震災復興計画」は一から再構築するためにハード，ソフトの両面で多分野に

渡る内容で作られているが，これに対し「復興計画の整理」では，ハード面が概ね整っ

てきた状況において，ソフト面での充実を図るため，個別具体的な課題提示がなされて

いる。その後の第 3次及び第 4次総合計画を始め，芦屋市の中長期計画には，これらの

課題提示が反映され，経常事業で実施されている。
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イ 今回のフォローアップ 

今回は，前ページの②から⑤に分類した各課題の現況について，下記の 3区分に分類

した。 

A 達成済 

B 経常事業または他の計画で継続 

C 未実施または要見直し 

今回対象とする課題数 341 項目のうち，「A 達成済」が 73 項目，「B 経常事業または

他の計画で継続」が 235 項目，「C 未実施または要見直し」が 33 項目であった。 

「C 未実施または見直し」の項目は，他の事業との優先順位の中で実施時期が見直さ

れているもの，社会情勢の変化などにより既にニーズがないものが大半である。 

既に実施しているものであっても，多くの項目については，継続事業の中で今後も引

き続き充実していくべき内容であった。 

(2) 統計でみる芦屋市の現況 報告２ 

平成 17 年度（2005 年度）の総括・検証報告書においては，多くの分野にわたる統計を

分析し，震災発生と復興の影響について検証を行っている。 

しかし，今回は復興計画で目指した芦屋市の姿を，今後の施策に反映させていくための

取組であるため，人口推移，住宅の推移，市・県民税課税状況から見る市民の経済状況，

市内産業の推移，芦屋市の行財政状況の 5つの観点から，既存の統計資料を基に，震災前，

震災から 10 年目，現在の 3時点での比較を行った。

(3) 防災についての市民アンケート結果 報告３ 

平成 26 年（2014 年）11 月に，震災の記憶や経験・教訓の継承と災害に強いまちづくり

を推進するために，今後の安全・安心のまちづくりの基礎資料として防災についての市民

アンケートを行なった。 

復興計画の防災の項目については「芦屋市地域防災計画・芦屋市水防計画」に反映され

ており，その他の計画においても「安全・安心」の観点からの項目が盛り込まれている。 

しかし，今回は「市民から見て，本当に目指してきた姿に近づいているのか」を確認す

るため，防災についてのアンケートとしつつも，その結果から見えてくる防災のみに包括

されない施策の必要性についても把握できるものとなった。 

特に，結果によって提示される課題については，市行政の各担当において大切に受け止

め，さらに掘り下げることで今後の施策につなげていくことになる。その際には，報告 1

における過去からの経緯や報告 2 における現状分析を踏まえることによって，他の施策と

も有機的につなげていく必要がある。 
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４ 今回の取組で明らかになった課題 

今回の取組により，「震災復興 10 年 芦屋市まち・人・くらしの総括・検証」以降，提言

の趣旨を踏まえて課題に取り組んできていることを確認できたが，一方で取り組んできたに

もかかわらず，未だ大きな成果の見られない課題も残っている。 

次ページの図に表示する今回の取組によって明らかになった課題は，すでに 10 年前の総

括・検証の際に明らかになっていながら，抜本的な改善がされていないものもある。 

しかし，この 10 年間の取組の実績により状況も変化してきており，さらに工夫した取組を

行うことで，目に見える成果につなげていく必要がある。 
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図：今回の取組で明らかになった課題 

各資料から明らかになった状況 振返りで確認できた留意すべき項目 

今後のまちづくりのために行政のすべての課が，

各計画や事業において取り組むべき課題 

地域コミュニティの育成
・社会の高齢化に伴い福祉・社会保障制度における地域コミュニティの

役割は大きくなっている。 

・高齢化につれ地域で支援を必要とする人は増え，情報が少ない生活困

窮者が取り残される危険性もあることから，名簿などのデータベース

に頼りすぎることなく，地域による発見と継続的な支援が可能となる

よう地域力を育成することが急務である。 

・ユニバーサルなまちづくりに向け制度だけでなく，地域が援護を必要

とする高齢者や障がい者を支援するとともに，高齢者・障害者自身が

地域社会で活躍できる場が必要である。 

・平常時，非常時に関わらず地域での助け合いができるよう情報の共有

を進める必要がある。 

・新居住者の多い地域で，防災を切り口としたコミュニティ創成が必要

である。 

・地域防災訓練を支援される人も参加し支援の訓練も行う内容として充

実する。 

・現在参加できていない住民に参加してもらう工夫を行う。 

・地域の防災力は価値観が多様化した現代にあっても比較的否定されに

くいため，特に新しい地域社会でコミュニティをつくるきっかけとし

ては最適であると考えられる。 

・防災訓練，啓発活動には一定の効果があると思われ，現在行われてい

ない地域で早急に実施が必要である。  

・災害時を想定し情報を地域で共有する。 

・コミュニティの中心となる新たな人材と，多世代の参加が必要である。 

・協働と参画による循環型社会実現のため，就労単身者などあらゆる年

代に意識を定着させることが必要である。 

・地域の文化資源を生かした暮らしの創造について，文化を広義に定義

づけたうえでまちの活性化や商業振興にまで波及させる必要がある。 

・景観都市にふさわしい特色ある商業地の育成が必要である。

地 域 力 

独 自 文 化 

地域の担い手 

防災の観点から 

人口は増加している。

南芦屋浜地区の人口が急増。

南芦屋浜で年少人口が多い。

阪神線以北阪急線以南の人口が減少。

商店数は震災後なだらかに減少している。

歳入構成比が概ね震災前の状況になっている。

歳出では扶助費が増加している。

資
料
２

ほとんどの項目が達成済または，経常事業
として取り組まれており，未実施または見
直しの項目は，他の事業との優先順位の中
で実施時期が見直されているもの，社会情
勢の変化などにより既にニーズがないもの
が大半である。

資
料
１

防災無線が聞き辛い，役に立たないという
意見が多い。

災害発生時の一次情報入手のために，あし
や防災ネットや防災無線など市が直接情報
発信できる媒体があまり使われていない。

実際に起こりうる災害の想定の共有ができ
ていない。

防災への関心が自助に偏り，共助が必要に
なること想定できていない。

近隣での助け合いが必要なのはわかってい
るが近所との人付き合いは少ない。

在宅高齢者等本当に訓練が必要な人が防災
訓練に参加できていない。

地域の防災倉庫や貯水槽の場所を知ってい
る割合は3割程度であるが10年前より知っ
ている割合が増えている。

防災訓練の参加は60歳代，70歳代がやや高
いが，参加への意向は年代別に差がない。

津波一時避難施設については国道43号以南
の町のうち涼風町は67％が知らないと回答
している。

資
料
３

地域の潜在力を顕在化するための仕組みづくり

幅広い世代が地域活動に参加できる魅力づくり

より多くの住民が地域活動に参加できる場づくり

防災を切り口とした地域づくり


